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 Ⅰ．算定手順

 １．端末回線伝送機能(２－１－１－１第２欄ウ欄の（イ）１Ｇｂｉｔ/ｓまでの符号伝送が可能なもの）

（１）光信号伝送装置（1Gbit/sまでの符号伝送が可能なもの）

物品費・取付費  

 

 

 

諸掛費  

共通割掛費  

 

 

 

（２）端末回線伝送機能（光信号局内伝送路を利用する場合の加算料）



 Ⅰ．算定手順

２．ルーティング伝送機能

（１）ＩＰ通信網ルーティング伝送機能用装置

物品費・取付費



Ⅱ.原価の算定及び料金の設定

１．端末回線伝送機能（２－１－１－１第２欄ウ欄の（イ）１Ｇｂｉｔ/ｓまでの符号伝送が可能なもの）

（１）原価の算定

Ａ．光信号伝送装置

区分 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ１６－２０



Ⅱ�．他人資本費用　（百万円） 7 47 58 103 139 354ｄ．自己資本費用　（百万円） 5 27 35 62 84 213ｅ．利益対応税　（百万円） 5 30 33 59 79 206ｆ．装置計　（百万円） 246 1,806 2,363 4,171 5,129 13,715 ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅ

ｇ．怒昻．局間伝送路・ＡＴＭメガリンク　（百万円） 5,214 8,488 10,078 12,956 13,10�算定した稼動ポート数

ｃ．料金　（円/ポート・月） 1,330,808 800,775 497,226 427,595 374,593 492,965 ａ÷ｂ÷12ｹ月

Ｄ．ＰＲＩ・ＩＳＤＮ

区分 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１３－１７

ａ．原価　（百万円） 3,976 2,793 2,121 1,825 1,594 12,309 （1）のＤのｉ

ｂ．ポート数　（ポート） 20,800 23,620 27,700 30,340 30,340 132,800 利用意向調査等による需要と提供エリア数に基づき算定した稼動ポート数

ｃ．料金　（円/ポート・月） 15,929 9,854 6,381 5,013 4,378 7,724 ａ÷ｂ÷12ｹ月

備考

H13年度はH14.1.31認可の接続約款、H14年度はH15.2.14認可の接続約款、H15年度からH17年度はH16.2.17認可の接続約款の料金表第２
網改造料の算定式に準拠して、装置の設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を算定した。

H13年度はH14.1.31認可の接続約款、H14年度はH15.2.14認可の接続約款、H15年度からH17年度はH16.2.17認可の接続約款の料金表第２
網改造料の算定式に準拠して、設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を算定した。

網改造料の算定式に準拠して、設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を算定した。 惺







３．平成15年度から平成20年度までの原価の算定に使用したもの（H16.2.17認可の網改造料算定根拠より抜粋）





Ⅴ資本構成比率の算定

１．文）   ÷   8,046,692  　

= 0.510

負債              負債資本合計







年度 12





３．平成15年度から平成20年度までの原価の算定に使用したもの（H16.2.17申請の網使用料算定根拠より抜粋）

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成14年度実績とした。

1.70%

(単位：％)

年度 14

区分

1.70

(注)借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債以外の負債の利子相当率

　　国債利回りの過去5年平均とした。

1.45%

(単位：％)

年度 10 11 12 13 14 平均

区分

1.50 1.69 1.64 1.29 1.13 1.45

(注)国債(利付・10年物)の平均利回りである。

(3)他人資本利子率

　　他人資本利子率　=　1.70%×0.757+1.45%×0.243　= 1.64%

　　(有利子負債に対する利子率×有利子負債比率+国債利回り×有利子負債以外の負債の比率)

他人資本利子率

他人資本利子率

　　有利子負債に対する利子率　=　



Ⅶ.自己資本利益率の算定　

１．平成13年度の原価の算定に使用したもの（H14.1.31認可の網使用料算定根拠より抜粋）

(1)ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率

(単位：％)
年度 平均（注４）

H12
区分 単年

1.18 0.90 2.35 －

β値の適用 × × ○ －

1.50 1.69 1.64 －

①－② － － 0.71 －

β＝0.6
(注３)

（注１）主要企業の自己資本利益率は「日経経営指標」より。但し、平成12年度は速報値である。
（注２）リスクフリーレートについては、指定設備全体の平均的な耐用年数に着目し、耐用年数が１０年超であることか
       ら国債１０年ものの利回りを使用した。
（注３）β値については、昨年度と同値(0.6)とした。
（注４）算定期間については、3年間とした。ただし、平成10、11年度については、9










